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【まとめ】  

 実証的調査データをもとに施設職員と利用

者家族との良好な関係性構築ならびに家族の

支援ニーズを反映したコミュニケーションシ

ナリオを作成することを目的として，ヒアリ

ング調査ならびに質問紙調査を行った。ヒア

リング調査では 18 名の施設職員を対象とし

たグループインタビューを行い，施設利用開

始初期には関係構築，中期にはケアマネジャ

ーが中心とした支援，後期には看護職員等に

よる心理的支援が中心であること等を明らか

にした。質問紙調査ではヒアリングの結果を

受けて質問項目を作成し，施設職員の共感性

類型によって家族とのかかわりの実際と理想

の乖離がどのように生じているのかを 71 名

の回答者の結果から明らかにした。施設利用

初期には傾聴が理想だが時間がとれていない

こと，中期には共感不全型の職員で家族と回

避的なかかわりを持つ可能性があること，ま

た共有型の職員は家族の言いなりになりやす

いこと，利用者の終末期には理想と現実の差

が少ない一方で，その内容は多様で，職員が

家族への支援の仕方を模索していること，が

明らかとなった。これらを踏まえて利用者の

ステージに応じた家族に対するコミュニケー

ションシナリオを作成した。今後人材育成や

職場での活用等が期待される。 

 

1. 研究の目的 

1-1 研究の背景 

 わが国の急速な高齢化にともない，高齢

者施設数は増加し，高齢者介護にかかわる

人材の育成は急務である。  

 介護保険制度を中心とした高齢者介護

施策においては，高齢者が住みなれた地域

でできるだけ長期に暮らすことができる

よう，地域包括ケアの理念のもと多様な取

り組みが展開されている。  

 こうした動向を踏まえると，高齢者介護

施設は地域と切り離された施設として完

結するのではなく，地域の在宅で暮らす高

齢者やその家族，他の在宅系サービス事業

所等と細やかな連携を図りつつ，施設と在

宅の垣根をとりはらった柔軟な運営が求

められる。同時に，そのような新しい地域

社会との関係構築を実践できる介護人材

が不可欠である。そこで本研究では，家族

介護者と高齢者施設職員との良好な関係

性構築に着目する。  

1-2 研究の目的  

高齢者の家族支援の前提として、①支援

者が家族の立場を共感的に理解し、家族と

良好な関係を形成すると同時に、②各施設

が家族支援の目的を明確にして支援指針

を持つことが重要である。報告者はこれま

で，施設職員が家族支援の指針を自ら作り、

職員と利用者家族のコミュニケーション

を家族の介護体験に即して時系列に整理

した「コミュニケーションシナリオ」を作

成するプロジェクトを通して、家族支援に

ついて職員の支援技術向上の可能性があ

ることを指摘してきた。本研究では、実証

的調査データをもとに職員と家族との良

好な関係性構築ならびに家族の支援ニー



ズを反映したコミュニケーションシナリ

オを作成することを目的とする。  

 

2. 研究方法と経過  

2-1 研究デザイン  

最初に，対象施設職員を対象に，家族と

職員のかかわり場面におけるコミュニケ

ーションの困難さについてヒアリング調

査を行う。次に，ヒアリング調査をもとに

質問項目を作成し，家族とのコミュニケー

ション場面において施設職員が経験する

困難や実際の援助方針，また理想的な援助

方法とそれが実行できない理由について

質問紙長を行い，明らかにする。  

これらを総合して，職員と家族のコミュ

ニケーションシナリオを作成する。コミュ

ニケーションシナリオは，施設職員の家族

に対する共感性類型（角田 ,1994）ごとに

留意点がわかるように作成する必要があ

るため，調査内容に職員の共感性に関する

尺度を含め，この類型により分析を行う。 

2-2 調査方法 

＜調査①ヒアリング調査＞調査は平成

25 年 4 月に行われた。調査対象者は，都

内社会福祉法人に所属する職員 18 名。事

務，訪問看護ステーション，通所介護，短

期入所，居宅支援，包括支援の部署ごとに

数名ずつを選出し，グループ面接を行った。

面接者は研究代表者が行った。面接時間は

各 1 時間程度であった。 

＜調査②質問紙調査＞  

調査①と同一法人において，利用者家族

とかかわりの少ない調理関係職を除いた

全職員 71 名（常勤・非常勤含）を対象と

した。調査期間は平成 25年 5月であった。  

2-3 調査内容 

調査①では，最初に家族と接する場面，

苦情への対応，利用者の終末期のそれぞれ

の場面でのかかわりの有無と内容，かかわ

りにおける困難さ，気をつけていること，

などを半構造的に聴取した。調査②では，

調査①の結果から検討の上，3 場面につい

て，理想的対応，現実の対応をそれぞれ選

択肢から選び，それらが不一致の場合はそ

の理由を記載してもらった。さらに，回答

者の属性，共感性尺度（角田，1994），バ

ーンアウト尺度，家族支援に関する学習経

験を回答してもらった。 

 

3. 研究の成果①ヒアリング調査  

3-1 家族へのかかわりの現状  

施設職員の家族に対するかかわりは，施

設に最初に家族がアクセスする場面では

事務職員または包括支援センター職員が，

かかわることが多いことがうかがえた。そ

の後はケアマネジャーが家族とのかかわ

りを担っており，通所介護の職員は実際に

はあまり家族とかかわっていなかった。特

に苦情場面等での家族とのかかわりはケ

アマネジャーの担当であるとの認識が，ほ

かの部署にもみられ，実際ケアマネジャー

に取り次ごうとするものの取り次げずに，

「伝えておく」と，ケアマネジャー以外の

職員は伝言を預かるにとどまることが多

かった。 

しかし利用者の体調に変化があって入

院等によって施設とのかかわりがいった

ん途切れ，退院によってふたたび在宅に戻

る際には，訪問看護が退院前から医療施設

と共同して退院を支援していた。そして退

院支援の一環として，退院前に家族に対す

る援助を訪問看護スタッフが開始してい

た。訪問看護スタッフやケアマネジャーは，

ターミナル期になると家族にケアや医療

の意思決定を促すも，実際には家族が意思

決定できずに揺れ動くことが多く，その揺

れ動く状況を支える役割も担っていた。  

利用者のターミナル期は，看護職員やケ

アマネジャーが比較的濃厚な家族支援を

行っている様子がうかがえた。一方，利用

者が亡くなった後は家族との接点はきわ

めて少なく，地域で偶然で出合う際に挨拶

をする程度であった。  

3-2 かかわりの現状と理想の乖離とその

理由 

最初の家族との接点は，困った家族が直

接施設に電話をかけてくる場合や，包括支

援センターに来談する場合，また他の居宅

支援事業所や行政機関から紹介されて来

談する場合等があった。実際にはゆっくり

話を傾聴するようにしたいが，それが難し

く一時しのぎをして対応している現状で

あった。傾聴で着ない理由として，業務多

忙によって時間がとれないことが挙げら

れた。他に傾聴するような技術を自分が持

たないことなども理由としてあがった。  

苦情場面等での対応においては，家族か

らの無理な要求に対して，本来ならば断る



べき状況であっても，多少無理をしても家

族の要求に応えてしまうことが多かった。

時間がなく納得させられるまで話し合う

ことが困難であるという理由の他，納得さ

せられる自信がないという意見もあった。 

ターミナル期では，利用者に対する認識

（死期の見込み等）が，職員と家族で異な

ることが多く，その乖離を埋めることにつ

いて職員が苦労していた。ターミナル期は

定型的なケア方法があるわけではなく，本

人の意思はもちろんのこと，実際には家族

が意思決定することが求められるが，意思

決定が二転三転することも多く，その時々

にどのような支援をしたらよいのか，支援

者である職員自身も悩みながら家族にか

かわりを持っている現状がうかがえた。  

 

4. 研究の成果②質問紙調査 

4-1 家族へのかかわりの現状と理想  

 3つのケア場面における家族に対するか

かわりの現状と理想を図 1～図 3 に示した。 

 

 

4-2 共感性類型別の家族へのかかわりの

特徴 

コミュニケーションシナリオの作成に

おいては，施設職員のコミュニケーション

傾向に基づいてシナリオを作成する必要

性があるため，施設職員の共感性類型を求

めた。 

 
注）共感性類型は，角田 (1994)に基づき共有経験尺度および共有不全
経験尺度のそれぞれの中央値を中心に二分し，両方が高い場合を自他
の区別があり他者理解にいたる共感と考えて両向型とした。両方が低
い場合を両貧型，共有不全経験のみ高い場合を不全型，共有経験のみ
高い場合を共有型とし，共有型は相手の気持ちがわかっても自他の区
別がないために，同情に陥りやすく他者理解に至らないタイプである。 

  

次に，各場面において現状と理想がどの

程度一致しているのか，また不一致の場合

にどのような理由で不一致となっている

のかを共感性類型別に検討した。  

 その結果，場面 1 では共感性類型にかか

わらず十分傾聴することで現実と理想が

一致している人が 30.8%～54.5%であった。

また不一致内容は，十分傾聴したいが，実

際には担当者に転送している場合がもっ

とも多かった。（表 2） 

 

表 2 場面 1 の一致率と不一致内容  

 一致率  一致内容  不一致内容  

両貧  46.7% 
十分傾聴  十分傾聴→担当者に転

送（46.7％） 

不全  30.8% 
十分傾聴・担当
者に転送  

十分傾聴→担当者に転
送（46.2％） 

共有  35.0% 
十分傾聴  十分傾聴→担当者に転

送（45.0％） 

両向  54.5% 
十分傾聴  十分傾聴→担当者に転

送(36.4%) 

 

場面 2 の家族が無理な要求を訴える場面で

は，ケアマネジャーが同席して，他の方法を

提案することで現実と理想が一致する場合が

多い。しかし他の類型では過半数が一致して

いる一方で，共有型のみが一致率が 4 割を切

っており，できるだけ家族の要望に応じてい

た。また不全型で不一致の人は「伝えておき

ます」と直接家族と交渉することを避けてし

まうことがうかがえた。 

 

表 3 場面 2 の一致率と不一致内容  

 
一致率  一致内容  不一致内容  

両貧  53.8% 
ケアマネ同席し他
援助方法提案  

他援助提案→できるだけ
対応（23.1％） 

不全  57.1% 
ケアマネ同席し他
援助方法提案  

他援助提案→「伝えてお
きます」（21.4%） 

共有  39.1% 
ケアマネ同席し他
援助方法提案  

他援助提案→できるだけ
対応（30.4％） 

両向  55.6% 
ケアマネ同席し他
援助方法提案  

他援助提案→できるだけ
対応（22.2％） 

 

 場面 3 のターミナル期で家族が意思決定を

表1　職種別共感性類型

管理職
生活

相談員
看護職

介護職

リーダ

介護

職員
その他

両貧 3 0 6 1 2 4

不全 1 2 1 2 10 1

共有 3 5 6 2 11 1

両向 3 2 0 1 4 1



行う場面では，無回答が多く一致率が他の場

面と比べ相対的に高かった。また一致内容も

共感性類型によって異なっていた（表 4）。両

貧型では，ほとんど葛藤なく「家族に決めて

もらう」こと選択していた。不全型は相談担

当者にまわすことで一致する場合が多いが，

家族に決めてもらうことを理想としながら，

実際には十分話を聞いてしまう言う人も多か

った。共有型では，「家族に決めてもらう」「自

分の意見を言う」で一致する人が 6 割強だが，

理想的には傾聴したいのにできないという不

一致内容がもっとも多かった。両向型はもっ

とも一致率が低く(44.4%)，その一致内容も不

一致内容も傾向が認められなかった。  

表 4 場面 3 の一致率と不一致内容  

 
一致率  一致内容  不一致内容  

両貧  90.0% 家族に決めてもらう  

不全  75.0% 
相談担当者にまわす 家族に決めてもらう→

十分傾聴  

共有  63.2% 
家族に決めてもらう・

自分の意見を伝える 

多様→十分傾聴  

両向  44.4% 一定せず 一定せず 

4-3 コミュニケーションシナリオ  

 以上の結果を踏まえて，施設利用の開始

初期・中期・終末期の 3 時点における，施

設職員の利用者家族とのコミュニケーシ

ョンポイントを整理し，先行研究の結果と

あわせてコミュニケーションシナリオを

作成した。施設利用開始初期の一部につい

てのコミュニケーションシナリオを表 5

に示した。 

  

表 5 施設利用開始初期の利用者家族とのコミュニケーションシナ

リオの一例  

 サービス利用を 

検討する 決める 始める 

調
査
か
ら
見
た
介
護
者
の
行
動 

●ケアマネを探

す。 
●複数の施設
を見学し比較

する。 
●不安から話に
まとまりがない。 

●家族関係が
こじれている。 
●利用者への

対応方法を質
問する。 

 

●サービス利用

することを決め
る。 
●サービス種を

決める 
●利用回数を
決める 

●利用の方法や

手続きの間違い。 
●ほかの事業所の
併用によるケア内

容の違いに気付
く。 
●実子→要求が

高い場合あり 
●家族によって異
なることを訴える。 

 

調
査
か
ら
み
た
介
護

者
の
心
理
的
特
徴 

●介護保険制
度自体の理解

不十分で不安  
●ケアマネがどん
な人が不安  

●介護への限
界感  

●利用への不
安・懐疑と同

時に利用するこ
とへの期待感  
●ケアマネのい

うがまましかな
い。 
●十分に使え

ない不満  

●いったん安堵  
●利用への戸惑

い。どういう姿勢で
利用したらいいの
か？ 

●施設への警戒
心  
 

潜
在
的

ニ
ー
ズ 

●先行きの見えなさに対する不安

を解消してほしい。 
 

●施設と信頼関係

を作りたい。 

支
援

目
標 

●サービス利用への安心感と先の
見通しを持ってもらう。 

●施設への信頼感
を持ってもらう。 

か
か
わ
り
の
ポ
イ
ン
ト 

●要介護者がサービスを利用した
時の、介護者の生活のイメージを
伝える媒体を用意し、それを見せ

ながら説明する。 
●十分に見学してもらう。 
 

 

●施設の特色を説
明する。 
●サービス利用によ

る本人の変化を細
かく伝える。 
●ねぎらいの言葉を

かける。 
●最初から言いな
りになるのではな

く，「一緒に考え
る」ようにする。 
 

注)かかわりのポイントは，職員の共感性類型によってポイントが変わるが，サービス利

用初期については，類型間の差異がほとんど認められなかったため類型別の記載してい

ない。 

 

5. 今後の課題  

 本研究は，職員と家族との良好な関係性構

築ならびに家族の支援ニーズを反映したコミ

ュニケーションシナリオを作成することを目

的にヒアリング調査と質問紙調査を行い，先

行研究の結果とあわせて，コミュニケーショ

ンシナリオを作成した。 

 本研究では，施設利用開始場面・要望を訴

える場面・ターミナル場面の 3 場面を対象に

したが，例えばサービス変更する場面等，利

用者家族が施設を利用する中で職員と接点を

持つ機会は他にもあり，さらに多様な場面を

想定したシナリオ作成が必要である。  

 このシナリオの特徴は，家族の心理行動的

な実証データに，施設職員のかかわりの調査

結果をさらに加えて作成したものであるため，

施設職員の標準的なかかわりポイントを，利

用者家族の施設利用中に起こりうる体験に沿

って理解できる。そのため，より理解しやす

いパンフレット等を作成することで，施設内

での新人研修等に活用できる。またこのシナ

リオをもとに，地域や事業諸種別の実情に合

わせて，職員がシナリオを書き加えたり，よ

り具体的なものにしてゆく活動を通して，職

員が相互に研鑽しあいながら，実際の家族理

解の質の向上にも寄与することが期待される。 

 このようなシナリオ活用方法を提示したり，

取り組み事例を紹介し，普及啓発することが

今後の課題である。  

 

6. 研究成果の公表方法  

 本研究成果は，第 15 回日本認知症ケア学

会大会で発表予定である。  

以上 


